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はじめに 

 

本報告書は，広島県障害者自立支援協議会の専門部会である「就労支援部会」（以下「部会」とい

う。）における令和４年度の検討結果を報告書として取りまとめたものである。 

部会への付託事項は，次の 2 項目である。 

１ 就労支援体制の整備に係ること。 

２ 福祉的就労の場における工賃向上に係ること。 

 

◆部会開催状況 

開催日程 主な議題 

第１回 

令和４年 11 月 25 日 

【報告事項】 

（1）広島県工賃向上に向けた取組（第４期）における取組状況等について 

（2）令和３年度平均工賃・賃金の状況について 

（3）障害者就業・生活支援センターの運営状況について 

（4）就労継続支援Ａ型事業所について 

（5）その他 

第２回（書面開催） 

令和５年２月 28日 

令和４年度広島県障害者自立支援協議会「就労支援部会」報告書（案）につ

いて 
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第１ 広島県工賃向上に向けた取組（第４期）における取組状況等について 
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令和４年度における広島県の障害者就労施設等からの 

物品等の調達の推進を図るための方針 

 

令和４年４月１日 

 

１ 趣旨  

  本県では，国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24 年法律第 50

号）第９条の規定に基づき，障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を策定し，本県

における障害者就労施設等からの物品等の調達の一層の推進を図る。 

 

２ 障害者就労施設等  

  調達の対象となる障害者就労施設等は，次のとおりとする。 

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「障害者

総合支援法」という。）に基づく事業所・施設等 

ア 障害者支援施設 

イ 地域活動支援センター 

ウ 障害福祉サービス事業を行う施設（生活介護，就労移行支援又は就労継続支援を行う事業に限る。） 

エ 障害者の地域における作業活動の場として障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）第 18 条第３項の

規定により必要な費用の助成を受けている施設（小規模作業所） 

（２）障害者総合支援法に基づく事業所・施設等に準ずる者 

次の事業所等のうち，（１）に準ずる者として，地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の２

第１項第３号の規定に基づく知事の認定を受けた者  

ア 障害者を多数雇用する事業所 

(ｱ) 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律施行令（平成 25 年政令

第 22号。以下「障害者優先調達推進法施行令」という。）第１条第１号に規定する事業所（特例子会社） 

(ｲ) 障害者優先調達推進法施行令第１条第２号に規定する事業所（重度障害者多数雇用事業所） 

イ  在宅就業障害者等 

(ｱ) 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123 号。以下「障害者雇用促進法」という。）

第 74 条の２第３項第１号に基づく在宅就業障害者 

(ｲ) 障害者雇用促進法第 74 条の３第１項に基づく在宅就業支援団体 

   ウ 受注内容を対応可能な複数の障害者就労施設等にあっせん・仲介をする業務を行う機関（共同受注窓

口） 

 

３ 対象となる物品等  

調達の対象となる物品等は，障害者就労施設等が製作した物品（原則予定価格が 160 万円を超えないも

のに限る。）及び提供できる役務とする。ただし，共同受注窓口から調達する物品等については，自ら製作し

たものに限らず，他の障害者就労施設等が製作したものについても対象とする。 
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４ 障害者就労施設等からの調達目標  

  令和４年度における障害者就労施設等からの物品等の調達目標については，次のとおりとする。 

目標額  ４５，５００千円 

 

５ 障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に関する事項 

（１）随意契約の活用 

   物品等の調達に当たっては，予算の適正な執行並びに競争性及び透明性の確保に留意しつつ，地方自治

法施行令第167条の２第１項第３号の規定に基づく随意契約を活用し，障害者就労施設等からの調達を積

極的に推進する。 

 

（２）障害者就労施設等への配慮 

障害者就労施設等からの調達が可能となるよう履行期間及び発注量を考慮するとともに，可能な限り分

離分割発注を行うように努める。 

 

（３）情報提供 

調達の推進に必要となる障害者就労施設等から提供可能な物品等については，当該施設等からの情

報をもとに情報提供する。 

また，県や市町における調達内容や推進のための取組事例，財務制度上の運用に関する調達につなが

る情報等についても積極的に提供する。なお，障害者施設等からの調達が全県的に推進されるよう，必要

に応じて，市町，地方独立行政法人や国の出先機関，民間企業等に対しても情報提供する。 

 

（４）共同受注窓口の活用 

障害者施設等の調達にあたり物品等の納期，数量，仕様等に係る情報収集や受注調整，発注について

は，共同受注窓口である公益社団法人広島県就労振興センター及び一般社団法人花と緑のハート事業協

会を積極的に活用し，発注促進を図る。 

 

（５）障害者就労施設等との協働 

物品等の品質の確保や調達の円滑化を図るためには，障害者施設等における自主的な取組改善が不

可欠であるため，その取組を支援するとともに，提供可能な物品等や発注の見通し等について情報交換に

努める。 

 

（６）調達方針及び調達実績の公表  

ア 基本方針を策定又は見直しをしたときは，県ホームページ等により公表する。 

イ 調達実績については，翌年度に概要を取りまとめ，県ホームページ等により公表する。 
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第２ 令和３年度平均工賃・賃金の状況について 



令和４年度 部会報告 

12 

 

 



令和４年度 部会報告 

13 

 

 



令和４年度 部会報告 

14 

 

 



令和４年度 部会報告 

15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和４年度 部会報告 

16 

 

 



令和４年度 部会報告 

17 

 

 



令和４年度 部会報告 

18 

 

 



令和４年度 部会報告 

19 

 

 

 



令和４年度 部会報告 

20 

 

 

 

 

 



令和４年度 部会報告 

21 

 

 



令和４年度 部会報告 

22 

 

第３ 障害者就業・生活支援センターの運営状況について 
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第４ 就労継続支援Ａ型事業所について 

 

●Ａ型事業所適正化事業 

 

 

 

 

区分 内 容 

目 的 
就労継続支援Ａ型事業所の運営及び執行の適正化を図るため，新規事業者の指定

等の審査及び事業運営に係る監査体制を整える。 

事業者指定 

（県所管法人） 

就労継続支援Ａ型事業所の指定等に係る専門家会議の開催 

・目 的 事業所新規指定の際の審査体制の強化 
・開 催 日 令和４年 10月 25 日（火） 

・事前協議者 合同会社 

・協 議 内 容 指定就労継続支援Ａ型事業所の新規指定について 

・協 議 結 果 現時点の事業計画について，再度見直しを行う必要がある 

事業所運営 

（県所管法人） 

 

就労継続支援Ａ型事業所への財務状況等点検業務（中小企業診断士の派遣） 

 ・目  的 指定基準を満たさない事業所の経営破綻等の未然防止 

 ・実 施 日 令和４年 11 月～12 月 

 ・対  象 ６事業所（22 事業所中） 

 ・点検結果 全ての事業所において，事業継続は可能と判断された 

 

 

 

  

経済的自立支援事業内訳 令和３年度決算額 令和４年度予算額 

■Ａ型事業所適正化事業 

 ・指定等に係る専門家会議 

 ・経営改善に係る指導・監査 

2,692,329（円） 1,385,000（円） 
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就労継続支援Ａ型事業所の指定等に係る専門家会議の意見について 

１ 指定等を受ける動機・目的に対する意見 

 

２ 法人の実績（障害福祉サービス事業の経営等）に対する意見 

 

３ 提供サービスに対する意見 

利用者(労働

者)の処遇に

関する工夫 

○手順書が整備され，利用者の業務内容が明確となっている。 

○利用者の処遇方針が不明である。 

○就業規則や運営規程に見直すべき部分が多数ある。 

○コンサルタントの外部研修だけで職員の育成を行うのは限界があり，ＯＪＴ等ができる

経験のある職員が必要と考える。 

○利用者の労働日数（週 5日）や労働時間（1日 4時間）が短い。 

○施設外就労先と事業所の間で作業に要する材料等の供給や設備等の借り入れに関する代

金の支払等の明確な定めが必要である。 

○同一代表者の施設外就労先と事業所の請負契約は労働者派遣の懸念が残るため，代表者

を分けるべきである。 

○施設外就労を行うのでなく，事業所でＡ型事業を完結させてはどうか。 

提供サービス

の販売戦略 

○ホームページを見る限りでは立派なお弁当なので，宣伝の仕方次第では，伸びしろがあ

ると思う。 

○弁当の商品別の市場規模や競合事業者の調査・分析ができていない。 

○販売強化のために導入するとしている急速冷凍機が，事業計画等に反映されていない。 

４ 取引先に対する意見 

販売先 ○店頭販売や出張販売も取り入れたら，喜ぶ利用者が多いのではないか。 

仕入先 ○弁当１個の盛り付けにつき 200 円の営業利益は出ないのではないか。 

５ 必要な資金と調達方法に対する意見 

 

６ 事業の見通し（月平均）に対する意見

 

○障害者雇用に対する思いが伝わらず，弁当販売事業にのみ意識が向いているように感じられた。 

○「お客様の喜びの声を頂くことも多い」とあるが，作業場内で単純労働を行う利用者にその声が届くの

か疑問である。 

○管理者兼サビ管は，サビ管としての経験が３か月で，個別支援計画の作成実績も数件しかなく，就労継

続支援事業所における個別支援計画の作成経験がないため，立ち上げ時の運営に不安が残る。 

○障害福祉サービスの経験があるのは管理者兼サビ管のみであり，見込み利用者数 15 人の利用者の支援

ができるかどうか，不安が残る。 

○事業所の開所までに，事業所運営における課題の抽出や，職員への研修等が必要と考えるが，立ち上げ

準備が不足しているのではないか。 

○事業計画書について，必要資金合計（750 万円）と調達金額の合計（620 万円）が一致していない。 

 

○収支予算書は施設外就労先ベースになっており，事業所のＡ型事業の収支が見えない。事業計画書の「10.

事業の見通し」に合わせたＡ型事業のみを切り出した収支予算書が無いと，審査ができない。 

○収支予算書に，広告費用・税金・仕入コストなどの経費が計上されていないもしくは根拠が不明である。 

○収支予算書で毎月２名ずつ利用者が増える見込みとなっているが，順調に増えていくようには思えない。

また，利用者数が増えていった場合に，受入体制が整うかどうかも疑問である。 

○日替わり弁当の月次見込みの積算根拠が不明である。 

○収支予算書は，コンサルからもらった資料を提出するのでなく，事業者が自ら作成すべきである。 
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第５ その他 
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【参考】：広島県障害者自立支援協議会 

障害者総合支援法第 89 条の３の規定に基づき，地域における障害者等への支援体制に関する

議題について情報を共有し，関係機関等の連携の緊密化を図るとともに，地域の実情に応じた体

制の整備について協議を行うため設置 

 

 

 

 

令和２年度の障害者自立支援協議会運営スケジュール（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

 

                                            

市町の協議会 

【主な役割（例

示）】 

①市町の相談支援体

制（市町の協議会）

の状況把握 

②市町の相談支援体

制（市町の協議会）

に対する支援方に

検討 

③県相談支援アドバ

イザーの活用及び

配置の検討 

④相談支援従事者等 

の人材育成方策検

討 

【主な役割（例

示）】 

①就労支援体制の

整備に係ること 

②福祉的就労の場

における工賃向

上に係ること 

〔研修カリキュラム等検
討〕 
【相談支援従事者研修等 
ワーキンググループ】 

 

【主な役割（例

示）】 

①障害児療育の状

況把握 

②障害児療育の方

向性検討 

③県・市町・民間

の役割分担検討 

④県立社会福祉施

設の役割・環境

整備検討 

県自立支援協議会 

【主な役割（例

示）】 

①事案の情報共有

及び構成機関等

への提言 

②障害者差別解消

の推進のための

取組に関する協

議・提案 

③市町地域協議会

の補完・支援 

全体会議 

療育部会 就労支援部会 医療的ケア児
等支援部会 

【主な役割（例

示）】 

①医療的ケア児

（者）及びその

家族への支援

体制等の検討 

 

〔Ａ型事業所指定等の適正化に向けた
意見〕 
【就労継続支援Ａ型事業所の指定等に
係る専門家会議】 

 

【主な役割】 

●関係機関との連携，協力及び情報の共有・普及 

●障害者支援ネットワークの構築及び推進 

●障害福祉計画の策定及び具体化に向けた協議 

等 

障害者差別解消 
支援地域協議会 
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令和４年度広島県障害者自立支援協議会就労支援部会 委員名簿 

 

区 分 氏   名 所           属 

部会長 寳子丸 周吾 社会福祉法人「ゼノ」少年牧場 理事長 

委 員 伊木 剛二 広島県商工会議所連合会 事務局長 

委 員 大森 寛和 広島中央障害者就業・生活支援センター  センター長 

委 員 木山 誠 
一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団 農地管理担当部長（兼）農

業振興課長 

委 員 古玉 哲弘 
広島県精神障害者支援事業所連絡会 副会長 

（社会福祉法人清風会事業部長） 

委 員 小宮 有紀 
広島Ａ型事業所連絡協議会 事務局代表 

（就労継続支援 A型事業所めばえ 管理者） 

委 員 塩崎 睦典 
広島県身体障害者施設協議会 副会長 

（社会福祉法人福山愛生会 希望の広場 施設長） 

委 員 寺山 哲平 
広島障がい者就労支援協議会 事務局代表 

（㈱LITALICO 就労移行支援事業所 LITALICO ﾜｰｸｽ広島横川 管理者） 

委 員 藤井 則正 日本労働組合連合会広島県連合会 事務局長 

委 員 藤原 博文 
広島県知的障害者福祉協会 理事 

（社会福祉法人虹の会 理事長） 

委 員 松岡 建興 障害福祉サービス事業所りひと 管理者 

委 員 村上 匡 
広島県障害者相談支援事業連絡協議会副会長 

（就労継続支援Ｂ型事業所らぼーろ） 

委 員 山根 敏宏 経営考房 代表  （中小企業診断士） 

委 員 吉岡 治 広島障害者職業センター 所長 

委 員 永谷 博之 広島労働局職業安定部 職業対策課 課長 

委 員 長谷川 達也 広島県商工労働局 雇用労働政策課 課長 

委 員 玉木 昌裕 広島県教育委員会事務局学びの変革推進部 特別支援教育課 課長 

委 員 西丸 幸治 広島県健康福祉局 障害者支援課 課長 

委 員 加川 伸 広島県健康福祉局 障害者支援課 自立支援担当監 

（部会長及び行政関係機関の委員を除き五十音順） 


